
平成27年2月定例会（事前）

資料１ 総務委員会資料

（政策創造部）

「徳島県版・総合戦略」の策定について

・ 昨年秋の臨時国会で成立した「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、

国においては、昨年12月27日に、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン

（長期ビジョン）」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略（総合戦略）」を決定した

ところであります。

・ 都道府県や市町村でも、国の総合戦略を踏まえて、平成27年度中に

策定することが努力義務とされており、本県では、人口減少の克服と持

続可能な地域づくりに向け、本県の将来展望を示す「徳島県版・人口ビ

ジョン」と、今後５か年の施策の方向性を位置付ける「徳島県版・総合

戦略」の策定に取り組んでいます。

・ 去る１月３０日には、県内各界各層を代表する方々の参加のもと、県

を挙げて地方創生に取り組むための協議会を、次により開催しました。

○第１回「地方創生“挙県一致”協議会」

日 時 平成２７年１月３０日（金）午後3時から午後4時45分

場 所 徳島市内

出 席 者 〈委 員〉

・議長 飯泉知事

・産業、行政、教育、金融、労働の各団体代表者

・ＮＰＯ等、各種団体の代表者

※委員名簿は２ページのとおり

〈事務局〉

・県（政策創造部総合政策課ほか関係部局）

・市町村（地方創生担当者）

協議事項 徳島県版「人口ビジョン」及び「総合戦略」の策定について

１



氏名 所属等

飯泉　嘉門 徳島県知事

近藤　宏章 徳島県商工会議所連合会　会長

岡本　富治 徳島県商工会連合会　会長

山本　紘一 徳島県中小企業団体中央会　会長

西宮　映二 一般社団法人徳島経済同友会　代表幹事

柿内　愼市 徳島県経営者協会　会長

住友　武秀 一般社団法人日本旅館協会徳島県支部　支部長

清重　泰孝 一般財団法人徳島県観光協会　理事長

寺井　正邇 徳島県農業会議　会長

荒井　義之 徳島県農業協同組合中央会　会長

杉本　直樹 徳島県森林組合連合会　代表理事会長

松下　有宏 徳島県漁業協同組合連合会　代表理事会長

原　秀樹 徳島県市長会　会長

兼西　茂 徳島県町村会　会長

香川　征 徳島大学　学長

桐野　豊 徳島文理大学　学長

松重　和美 四国大学　学長

真鍋　孝之 徳島県高等学校長協会　会長

岡田　好史 一般社団法人徳島県銀行協会　代表理事

荒木　光二郎 日本銀行徳島事務所　所長

沢田　昭弘 日本政策金融公庫徳島支店　支店長

河村　和男 日本労働組合総連合会徳島県連合会　会長

小松　義明 公益社団法人徳島県労働者福祉協議会　会長

植田　和俊 一般社団法人徳島新聞社　理事社長

木下　千里 ＮＨＫ徳島放送局　局長

漆原　完次 四国放送株式会社　代表取締役社長

大南　信也 ＮＰＯ法人グリーンバレー　理事長

横石　知二 株式会社いろどり　代表取締役社長

連記　かよ子 もんてこい丹生谷運営委員会　顧問

植田　佳宏 大歩危･祖谷いってみる会　会長

福祉 岸　一郎 社会福祉法人徳島県社会福祉協議会　会長

子育て 松﨑　美穂子 ＮＰＯ法人子育て支援ネットワークとくしま　理事長

加渡　いづみ 働く女性応援ネットワーク会議　会長

青木　正繁 徳島県総合計画審議会若者クリエイト部会　部会長

福島　明子 徳島県総合計画審議会若者クリエイト部会　副部会長

計 35名 ※順不同、敬称略

労 労働

「地方創生“挙県一致”協議会」委員

区分

産

商工

観光

農林水産

議　長

官 行政

学 教育

金 金融

住
民
代
表

地域

女性・若者

言 報道
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「
徳
島
県
版
・
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
構
成
イ
メ
ー
ジ

１
．
人
口
の
現
状
分
析

・
本
県
の
人
口
の
現
状
を
分
析
し
、
今
後
目
指
す
べ
き
方
向
と
人
口
の
将
来
展
望
を
提
示

・
国
の
「
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
」
（
＝
「

20
60
年
に

1億
人
程
度
の
人
口
を
確
保
」
）
を
勘
案
し
つ
つ
、

本
県
の
実
情
を
踏
ま
え
た
「

20
60
年
へ
の
中
長
期
展
望
」
を
示
す

○
出
生
率
や
移
動
率
な
ど
に
つ
い
て
仮
定
値
を
変
え
た
総
人
口

推
計
の
比
較

○
将
来
人
口
に
及
ぼ
す
自
然
増
減
・
社
会
増
減
の
影
響
度
の
分
析

ア
人
口
動
向
分
析

２
．
人
口
の
将
来
展
望

イ
将
来
人
口
の
推
計
と
分
析

ウ
人
口
の
変
化
が
地
域
の
将
来
に

与
え
る
影
響
の
分
析
・
考
察

ア
将
来
展
望
に
必
要
な
調
査
分
析

イ
目
指
す
べ
き
将
来
の
方
向

ウ
人
口
の
将
来
展
望

○
目
指
す
べ
き
将
来
の
姿
や
住
民
の
希
望
を
実
現
す
る

た
め
の
基
本
的
な
方
向
性

○
総
人
口
や
年
齢
３
区
分
別
人
口
、
出
生
数
・
死
亡
数
、

転
入
数
・
転
出
数
等
の
時
系
列
の
状
況
を
分
析

○
性
別
・
年
齢
階
級
別
の
地
域
間
の
人
口
移
動
の
状
況
を
分
析

○
住
民
の
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
に
関
す
る
意
識
や
希
望

○
地
方
移
住
の
現
状
や
希
望

な
ど

総
人
口
や
年
齢
３
区
分
別
人
口
等
の
将
来
を
展
望

○
地
域
経
済
、
住
民
生
活
、
地
方
行
政
な
ど
へ
の
影
響

施
策
の
効
果
を
反
映

基
本
認
識

基
本
的
視
点

と
方
向

自
然
増
減

（
希
望
の
実
現
に
よ
る

出
生
率
の
回
復
な
ど
）

社
会
増
減

（
移
住
希
望
の
支
援
に
よ
る

移
動
率
の
上
昇
な
ど
）
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「
徳
島
県
版
・
総
合
戦
略
」
の
構
成
イ
メ
ー
ジ

「
徳
島
県
版
・
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」
が
描
く
将
来
像
へ
向
け
、
人
口
減
少
の
克
服
と
持
続
可
能
な
地
域
づ
く
り
を
実
現
す
る
た
め
の

今
後
５
か
年
（

20
15
～

20
19
）
の
施
策
の
方
向
性
を
示
す

基
本
姿
勢

○
「
地
方
回
帰
」
の
新
し
い
人
の
流
れ
を
生
み
、

○
地
域
で
暮
ら
し
、
学
び
、
働
き
、
子
育
て
す
る
人
の
希
望
が
か
な
え
ら
れ
、

○
地
域
に
活
力
が
あ
ふ
れ
る

「
ま
ち
」
「
ひ
と
」
「し
ご
と
」
の
創
生
と
好
循
環
の
確
立

施
策
の
方
向
性
（
イ
メ
ー
ジ
）

基
本
目
標
（

20
20
年
）
と
基
本
的
方
向

具
体
的
な
施
策
（
想
定
さ
れ
る
取
組
の
例
）

Ｕ
ＩＪ
タ
ー
ン
や
二
地
域
居
住
の
促
進

企
業
・
大
学
・
政
府
機
関
等
の
地
方
移
転

サ
テ
ラ
イ
ト
ワ
ー
ク
の
推
進
（
半
Ｘ
・
半
ＩＣ
Ｔ
）

地
方
大
学
の
活
性
化
（
地
元
学
生
の
定
着
促
進
）
な
ど

◆ ◆
産
業
競
争
力
の
強
化

創
業
支
援
、
新
産
業
の
創
出

国
内
外
か
ら
の
観
光
誘
客

人
材
育
成
、
女
性
の
活
躍
推
進
な
ど

結
婚
か
ら
子
育
て
ま
で
切
れ
目
の
な
い
支
援

多
様
な
働
き
方
改
革

(ﾜ
ｰ
ｸ
ﾗ
ｲ
ﾌ
ﾊ
ﾞﾗ
ﾝ
ｽ
実
現

)
若
者
の
自
立
と
安
定
雇
用
な
ど

◆

中
山
間
地
域
等
に
お
け
る
生
活
サ
ー
ビ
ス
機
能
の
維
持

空
き
家
対
策
、
地
域
の
担
い
手
育
成

な
ど

◆

好
循
環
の

実
現

◆
「
地
方
回
帰
」
の
加
速
＜
ひ
と
の
創
生
＞

◆
安
定
し
た
雇
用
の
創
出
＜
し
ご
と
の
創
生
＞

◆
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
実
現
＜
ひ
と
の
創
生
＞

◆
活
力
あ
る
暮
ら
し
や
す
い
地
域
づ
く
り
＜
ま
ち
の
創
生
＞

数
値
目
標
の
設
定
と
効
果
検
証
に
よ
る

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
構
築
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図１．我が国の人口の推移と長期的な見通し 
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図
１

．
我

が
国

の
人
口

の
推

移
と

長
期

的
な

見
通

し

○
国
立

社
会
保

障
・
人

口
問
題

研
究
所

「
日
本
の
将

来
推
計

人
口
（

平
成
2
4
年
1
月

推
計

）
」
（
出

生
中
位

（
死
亡

中
位
）

）
に
よ
る
と

、
2
0
6
0
年
の
総

人
口
は

約
8
,
7
0
0
万

人
ま
で
減

少
す
る

と
見
通

さ
れ
て

い
る
。

○
仮
に
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合
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特
殊
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生
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が

2
0
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0
年

に
1
.
8
程
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、

2
0
4
0
年

に
2
.
0
7
程
度
（

2
0
2
0
年

に
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1
.
6
程

度
）
ま

で
上
昇

す
る
と

、
2
0
6
0
年
の

人
口
は

約
1
億
2
0
0
万
人

と
な
り

、
長
期
的
に

は
9
,
0
0
0
万
人

程
度
で

概
ね
安

定
的

に
推
移
す

る
も
の

と
推
計

さ
れ
る

。
○

な
お

、
仮
に

、
合
計

特
殊
出

生
率
が

1
.
8
や
2
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0
7
と

な
る
年

次
が
５

年
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遅
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な
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と
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将
来
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定
常

人
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概
ね
3
0
0
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な
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な
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推
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さ
れ
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注
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まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（平成26年12月27日閣議決定）より抜粋
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55万1千人

57万1千人

62万3千人

63万8千人

78万5千人

「人口ビジョン」策定への基礎作業として将来人口を推計したもの

（今後、具体的な施策の検討と併せて将来展望を提示）
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